
北海道告示第11081号

北海道が令和３年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任

欄に掲げる職にある者に委任する。

令和３年８月10日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その28）

補助金等を交付する事
交付申請書に添付 実績報告書に添付

交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補助対象者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等
すべき関係書類 すべき関係書類

出部数、提出期 付に関する権 摘要

その目的又は趣旨 限及び提出先 限の委任

子育て支援対策事業 補助対象者が次の(1)から(4)まで 提出部数 １部 総合振興局長

「新子育て安心プラン実施 の事業を行う場合における当該事業 提出期限 別に指示す 又は振興局長

計画」等の円滑な推進を図る に要する経費（当該事業ごとに補助 る日

ため、「北海道安心こども基 対象経費欄に掲げる経費に限る。）。 提出先 総合振興局又

金」を活用して、保育所の計 ただし、市町村が事業者に当該事業 は振興局の保

画的な整備等の実施、認定こ 費を補助等する場合にあっては、当 健環境部社会

ども園等の新たな保育の需要 該補助等の対象となる事業に要する 福祉課

への対応並びに小学校就学前 経費（当該事業ごとに補助対象経費

の子どもの教育及び保育に要 欄に掲げる経費に限る。）

する費用の無償化に係る事務

の円滑な実施を通じて、子ど

もを安心して育てることがで

きる体制を整備すること

を目的として、予算の範囲

内で交付する。

(1) 保育所緊急整備事業 市町村 保育所、幼保連携型認定こども園 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

において児童福祉施設としての保育 又は３分の２ 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

を実施する部分等の整備に要する工 以内 保福第１の20号様式 保福第266号様式

事費又は工事請負費及び工事事務 保福第265号様式 保福第268号様式

費、事業を行うにあたり必要な設計 （寄附金その 保福第267号様式 保福第269号様式

費、保育所の開設準備に必要な費用、他の収入金が 保福第269号様式 別に指示する様式

新たに土地を賃借して保育所を整備 あるときは、 別に指示する様式

する場合に必要な費用、定期借地権 補助金等の額

契約により土地を確保し保育所を整 の算定に当た

備する場合に必要となる権利金や前 り、当該寄附

払地代などの費用、特殊附帯工事に 金その他の収

必要な工事費又は工事請負費、解体 入金の控除等



撤去に必要な工事費又は工事請負費 を行う。）

及び仮設施設整備に必要な賃借料、

工事費又は工事請負費

(2) 小規模保育整備事業 市町村 小規模保育事業所の整備に要する ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

工事費又は工事請負費及び工事事務 又は３分の２ 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

費、事業を行うにあたり必要な設計 以内 保福第１の20号様式 保福第266号様式

費、小規模保育事業所の開設準備に 保福第265号様式 保福第268号様式

必要な費用、新たに土地を賃借して （寄附金その 保福第267号様式 保福第269号様式

小規模保育事業所を整備する場合に 他の収入金が 保福第269号様式 別に指示する様式

必要な費用、定期借地権契約により あるときは、 別に指示する様式

土地を確保し小規模保育事業所を整 補助金等の額

備する場合に必要となる権利金や前 の算定に当た

払地代などの費用、特殊附帯工事に り、当該寄附

必要な工事費又は工事請負費、解体 金その他の収

撤去に必要な工事費又は工事請負費 入金の控除等

及び仮設施設整備に必要な賃借料、 を行う。）

工事費又は工事請負費

(3) 認定こども園整備事 市町村 幼保連携型認定こども園において ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

業 学校としての教育を実施する部分、 又は３分の２ 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

保育所型認定こども園の幼稚園機能 以内 保福第１の20号様式 保福第266号様式

部分、幼稚園型認定こども園の保育 保福第265号様式 保福第268号様式

所機能部分等の整備に要する工事費 （寄附金その 保福第267号様式 保福第269号様式

又は工事請負費及び工事事務費、特 他の収入金が 保福第269号様式 別に指示する様式

殊附帯工事に必要な工事費又は工事 あるときは、 別に指示する様式

請負費、事業を行うにあたり必要な 補助金等の額

設計費、解体撤去に必要な工事費又 の算定に当た

は工事請負費及び仮設施設整備に必 り、当該寄附

要な賃借料、工事費又は工事請負費、金その他の収

施設の改修等に必要な費用 入金の控除等

を行う。）

(4) 幼児教育・保育無償 市町村 市町村における認可外保育施設の 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

化円滑化事業 無償化の実施及び無償化の実施に伴 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

うシステム改修及び設備整備を行う （寄附金その 保福第１の20号様式 保福第266号様式

ために必要な超過勤務手当、管理職 他の収入金が 保福第265号様式 別に指示する様式

員特別勤務手当、給料及び超過勤務 あるときは、 別に指示する様式

手当以外の諸手当（会計年度任用職 補助金等の額

員及び臨時的任用職員（臨時の職に の算定に当た

関する場合に限る。以下同じ。）に り、当該寄附



関するものに限る。）、報酬、職員 金その他の収

旅費、需用費（消耗品費、燃料費、 入金の控除等

食糧費、印刷製本費及び光熱水費）、を行う。）

役務費（通信運搬費、広告費、手数

料等）、共済費（会計年度任用職員

及び臨時的任用職員に関するものに

限る。）、報償費、委託費、使用料

及び賃借料、工事請負費（システム

改修等に関するものに限る。）、備

品購入費（システム改修等に関する

もの以外は取得価格10万円未満のも

のに限る。）、負担金（システム改

修等に関する共同開発によるものに

限る。）


